
事務 ト

管

検討を行う。債権 放棄

理

案件の検討を行う。債

経

権 放棄案件の検討を行

費

う。債権 放棄案件の検

[

討を行う。債権

放棄が

長

近い案件を前もって助

期

放棄が近い案件を前も

総

って助 放棄が近い案件

合

を前もって助 放棄が近

計

い案件を前もって助 放

画

棄が近い案件を前もっ

]

て助

言・指導を行う。

そ

言・指導を行う。 言・

の

指導を行う。 言・指導

他

を行う。 言・指導を行

分

う。

野別目標

２　事業コスト

事業費

５

等（千円）
平成28年

そ

度 平成29年度 平成3

の

0年度 平成31年度 令

他

和02年度

当初予算 決

事

算 当初予算 決算 当初予

業

算 決算 当初予算 決算 計

区

画 決算

事業費 14,7

分

31 11,675 5,

(

700 3,496 5,

2

048 3,210 2,

)

832 0 2,832 0

自

伸び率（％） 0% 0%

治

△61.3% △70.

事

1% △11.4% △8

務

.2% △43.9% △

法

100% 0% 0%

人件

定

費
正規職員 54,04

受

7 54,047 54,

託

237 53,998 5

事

4,106 50,19

務

0 46,354 0 46

そ

,354 0

正規職員以

の

外 3,507 3,50

他

7 1,501 1,50

政

1 0 866 2,382

　

0 2,382 0

小計 5

策

7,554 57,55

１

4 55,738 55,

健

499 54,106 5

全

1,056 48,73

な

6 0 48,736 0

国

財

庫支出金 0 0 0 0 0 0

政

0 0 0 0

県支出金 0 0

運

0 0 0 0 0 0 0 0

市　

営

　債 0 0 0 0 0 0 0 0

の

0 0

そ の 他 0 0 0

推

0 0 0 0 0 0 0

一般財

進

源（税等） 14,73

会

1 11,675 5,7

計

00 3,496 5,0

款

48 3,210 2,8

施

32 0 2,832 0

所

　

要人数 正規職員 6.8

策

0 6.80 6.80 6

１

.77 6.77 6.2

健

8 5.80 0.00 5

全

.80 0.00

（人）

な

正規職員以外 1.89

財

1.89 0.95 0.

政

95 0.00 0.55

運

0.96 0.00 0.

営

96 0.00

主な予算

の

内訳
報奨金７０４千円

推

、通信運搬費９４１千

進

円、手数料１，１２５

会

千円、機械借上料１，

計

６８５千円等

・ 項

予

３　目標及び実

算

績
指標名 単位 平成28

区

年度 平成29年度 平成

分

30年度 平成31年度

目

令和02年度

活
動
指
標

取

債権移管引受額の増加

組

（前年度実績との比較

方

）
千円

目標値 267,

針

111 357,845

１

510,279 510

健

,279 510,27

全

9

実績値 357,84

な

5 510,279 28

財

5,165

達成度(%

政

) 134% 142.６

運

% 55.９% % %

目標

営

値

実績値

達成度(%)

の

成
果
指
標

市債権全体の

推

収納率の向上（債権の

進

確保状況）
千円

目標値

大

357,845 510

事

事

,279 285,16

業

5 285,166 28

中

5,166

実績値 25

事

4,085 330,7

業

12 214,819

達

事

成度(%) 71% 64

業

.８% 75.3% % %

種

目標値

実績値

達成度(

別

%)

継続 関連個別計画

事業年度 H２１ ～ 担当課・担当課長・Tel 債権回収対策課 竹内　学 435-1249

事業実施の根拠法令 地方自治法２３１条の３第３項、国民健康保険法等 関連課 国保年金課、介護保

業

険課、保育こども園課、住宅政策課等

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

和歌山市債権に対し、債権管理事務の統一化と適正な滞納整理

チ

事務の 財政運営の根幹をなす市税をはじめとする自主財源の実効ある確保を図るため、市税等の収納対策の強化

処理による全庁的な収納率向上及び未収債権そのものの発生抑制を行 、使用料等の適正化、未利用資産の処分・

ェ

活用、有利な起債の活用などの取組を強力に推し進める。また

う。 、国に対しては地方税財源の充実確保を強く働きかけていく。

事
業
内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和02

事

年度

他課からの移管債

ッ

務

権に対して 他課からの

事

移管債権に対して 他課

業

からの移管債権に対し

N

て 他課からの移管債権

o

に対して 他課からの移

事

管債権に対して

、差押

業

及び差押を前提とした

名

、差押及び差押を前提

[

とした 、差押及び差押

事

を前提とした 、差押及

ク

業

び差押を前提とした 、

基

差押及び差押を前提と

本

した

書面の発送及び滞

情

納整理を行 書面の発送

報

及び滞納整理を行 書面

]

の発送及び滞納整理を

1

行 書面の発送及び滞納

5

整理を行 書面の発送及

1

び滞納整理を行

う。ま

4

た債権管理委員会を開

シ

5

う。また債権管理委員

債

会を開 う。また債権管

権

理委員会を開 う。また

回

債権管理委員会を開 う

収

。また債権管理委員会

対

を開

催し、債権状況の

策

把握、今後 催し、債権

事

状況の把握、今後 催し

業

、債権状況の把握、今

事

後 催し、債権状況の把

ー

業

握、今後 催し、債権状

区

況の把握、今後

の速や

分

かな滞納整理及び債権

(

の速やかな滞納整理及

1

び債権 の速やかな滞納

)

整理及び債権 の速やか

事

な滞納整理及び債権 の

業

速やかな滞納整理及び

経

債権

放棄案件の検討を

費

行う。債権 放棄案件の



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） ○ 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

各課で所管する高額等、徴収困難な市債権を引き継ぎ、財産の差押・公売等の滞納処分又は訴訟・強制執行等といった法的

措置を推し進め、徴収の強化を図ると

４

もに、債権を放棄する

　

までの全過程の適切な

事

処理を指導することに

業

より、全庁的に債

権の

の

適正な管理の推進に寄

評

与できると考える。

担

価

当課評価の根拠

研修又

評

は説明会を通じて各債

価

権所管課に債権回収業

基

務のノウハウを教授し

準

、債権処理の効率化を

[

図ることで、より速や

妥

かな

債権処理が可能と

当

考えられる。よって、

性

それらを適切な時期に

]

行い、職員の意識改革

事

を図る。また、問題の

業

相談を受けるこ

とで問

の

題の早期解決につなげ

ニ

ていく。

重点債権（国

ー

民健康保険料、介護保

ズ

険料、後期高齢者医療

は

保険料、生活保護費返

あ

還金、中央卸売市場使

る

用料、住宅使用料等

見

か

直し・改善内容 ）の現

○

年徴収率向上のため、

増

所管課において債権管

加

理計画を策定し、それ

し

を基に事務を行う等、

て

指導・助言を行う。

いる 横ばい 減少している

[妥当


